
                                     資料 １ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年１２月１２日  

 

 

 

無線設備規則の一部を改正する省令案について 

（平成１９年１０月３日 諮問第３６号） 

 

［インマルサットＢＧＡＮ型無線設備における船舶搭載用 

及び車載用無線設備の導入に伴う制度整備］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部衛星移動通信課 

                         （井手課長補佐、吉田係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０２ 
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無線設備規則の一部を改正する省令案について 

 

（インマルサットＢＧＡＮ型無線設備における船舶搭載用及び車載用無線設備の導入） 

     
 

 

１ 諮問の概要  

  海上及び陸上移動中の高速通信需要に対応するため、インマルサットＢＧＡＮ型

移動衛星通信システムについて、既存の携帯端末用無線設備に加え、人工衛星

の自動追尾機能を有し船舶搭載及び車載を可能とするアンテナを使用した無線設

備を導入するために、関係規定の整備を行うものである。  

システムの概要については、参考１を参照。 

 

２ 主な改正点  

インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＢＧＡＮ（Broadband Global Area 

Network）型無線設備に追加する船舶搭載用及び車載用の無線設備について、イ

ンマルサットの国際的技術基準に準拠し、アンテナの技術的条件を定める。 

改正の概要については、参考２を参照。 

 

３ 施行期日  

本諮問に係る改正省令の公布の日をもって施行の日とする。 

 

 

《参考》 サービス開始（予定）時期 

 全世界 日本におけるサービス 

携帯端末型 平成 17 年（2005 年）12 月開始 平成 17 年 12 月開始 

船舶搭載型 平成 19 年（2007 年）11 月 平成 20 年初頭予定 

車載型 平成 19 年（2007 年） ８月 平成 20 年初頭予定 

 

諮問第３６号説明資料



インマルサットインマルサットＢＧＡＮ型ＢＧＡＮ型システムの概要システムの概要

1.6/1.5GHz帯

6.4/3.6GHz帯

インマルサット衛星

地上ゲートウェイ局

インマルサット携帯移動地球局の
インマルサットＢＧＡＮ型

（既存の携帯端末用）
大きさ：A5～A3
重さ：1～2kg

インターネット接続等

インターネット接続等

事務所など

インターネット

最大492kbps
(ｱｯﾌﾟ/ﾀﾞｳﾝ)

492kbps（最大）

432kbps（最大）

車載用

船舶搭載用

携帯端末用（既存）

用途

―492kbps（最大）14.4kbps
（最大）

―ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾏﾙｻｯﾄ

ＢＧＡＮ型 自動追尾機能あり

備考データ（伝送速度）ＦＡＸ（伝送速度）ﾃﾚｯｸｽ音声

○ システム概要

参考１
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○ 改正後のシステムイメージ

最大492kbps
(ｱｯﾌﾟ/ﾀﾞｳﾝ)

最大432kbps
(ｱｯﾌﾟ/ﾀﾞｳﾝ)

インマルサット携帯移動地球局の
インマルサットＢＧＡＮ型

（船舶搭載用）

インマルサット携帯移動地球局の
インマルサットＢＧＡＮ型

（車載用）
大きさ：φ50cm×高さ15cm
重さ：4～5.5kg

大きさ：φ35～63cm×35～60cm
重さ：3～20kg

※開設無線局数：235局（H19.6月末現在）

今回追加する部分
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 改正概要  

 

○ 無線設備規則の一部改正 

・ インマルサット携帯移動地球局のインマルサットＢＧＡＮ型の無線設備の規定

に、船舶搭載用及び車載用アンテナの技術的条件を規定すること。（第４９条の

２４関係） 
 
         
  
 
（主な技術的条件） 

項  目 技 術 的 条 件 

空中線の

条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  人工衛星局の方向を自動的に追尾する機能を有し、かつ、主として船舶に設置される

空中線を使用する場合にあっては、主輻射の方向からの離角に対する絶対利得は、次の

表の左欄に掲げる区別に従い、それぞれ同表の右欄に掲げる値であること。 

 

主輻射の方向からの離角(θ) 絶対利得 

四〇度を超え九〇度未満 次に掲げる式による値以下 
47－25log10θデシベル 

九〇度以上 （－）二デシベル以下 

 

 

・  人工衛星局の方向を自動的に追尾する機能を有し、かつ、主として自動車その他の陸

上を移動するものに設置される空中線を使用する場合にあっては、絶対利得は、次に掲

げる範囲において四デシベル以下であること。 

（１） 垂直方向において、空中線の接地面に対し水平な面からの仰角が、○度以上六

○度以下の範囲 

（２） 水平方向において、主輻射の方向からの離角が、（１）の仰角の値に○・三三を

乗じて得た値に三○を加えた値の角度以上一八○度以下の範囲 

 

 

参考２



A型

B型

Aero型
（低利得型)
（中利得型）
（高利得型）

M型

ﾐﾆM型（高速ﾃﾞｰﾀ）

デジタル化
小型化

120kg/120cm

100kg/120cm

小型化小型化

5kg/85cm

2.4kg/37cm
13kg/50cm

80kg/84cm

インマルサットシステムインマルサットシステム（端末）（端末）系統図系統図

10kg/40cm

小型化

63kg/170cm  
重量/ﾚﾄﾞｰﾑ径

C型 小型化 D型

1kg/16cm 600g/10cm

1～2kg/A5～A3

アナログ

高速化
（64kbps）

ＩＰ化

技術動向技術動向

更なる高速化
（144kbps以上）

ＩＰ化

船舶系船舶系 陸上系陸上系 航空系航空系

ﾐﾆM型

49kg/170cm
重量/ﾚﾄﾞｰﾑ径

F型 Aero高速ﾃﾞｰﾀ型（高利得型）
64kbps→128kbpsに

高速化(H18.6)

参考資料

GMDSS
対象設備

A 型
携帯移動地球局船舶地球局

2007.12.31
サービス廃止

船舶搭載用

BGAN型

3～20kg/35～63cm

車載用
携帯端末用

4～5.5kg /50cm

今回追加
2008初頭
サービス
開始予定

- 4 -

2007.12.31
サービス廃止



                                      資料 ２ 

             

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年１２月１２日  

 

 

 

2GHz帯の周波数を使用する特定基地局の開設計画に係る 
認定の取消しについて 

（平成１９年１１月１４日 諮問第４０号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波部移動通信課 

                         （西潟課長補佐、橋岡係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８９３ 
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2GHz帯の周波数を使用する特定基地局の開設計画の 

認定の取消しについて 
 

 

１ 背景 

 

 アイピーモバイル株式会社は、平成17年11月10日、1.7GHz帯又は2GHz帯の周波数を使

用する特定基地局の開設に関する指針(平成17年総務省告示第883号。以下｢開設指針｣と

いう。)に基づき、2GHz帯(2010～2025MHz)の周波数を使用する特定基地局の開設計画(以

下｢開設計画｣という。)の認定(第７号)を受けた。（別紙参照） 

 しかしながら、現在までに事業に必要な資金を計画通りに調達することができない等、

事業開始の見通しが立たないことを理由に、平成19年10月30日、総務省に対して開設計

画の認定を返上したい旨の申出があった。 

 

 

２ 認定の取消し 

 

 アイピーモバイル株式会社は、現在までに特定基地局の開設を行っておらず、また、

同社が今後も特定基地局を開設する見込みはないものと認められる。 

 これは、電波法第27条の15第1項第1号に規定する開設計画の認定の取消事由である｢正

当な理由がないのに、認定計画に係る特定基地局を当該認定計画に従って開設していな

いと認めるとき｣に該当するものである。 

 よって、同社に対して行った開設計画の認定を取り消すことといたしたい。 

 

 

 

諮問第４０号説明資料



・アイピーモバイル株式会社に対しては、1.7GHz帯又は2GHz帯の周波数を
使用する特定基地局の開設に関する指針（平成17年総務省告示第883号、
以下「開設指針」とする）に基づき、平成17年11月10日、2GHz帯の周波数を

使用する特定基地局の開設計画を認定。

（１）開設指針の概要
・1.7GHz帯とは異なる新規参入希望者１者に対し、15MHz帯の周波数を割当て。

（２）認定に当たっての主な要件
・IMT-2000の無線局の無線設備を使用すること。

・少なくとも一の特定基地局について認定後２年以内に運用を開始すること。
・各総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。）の管轄区域ごとに、人口カバー率が

50％以上となるように特定基地局を配置すること。

・技術的能力や財務的基礎などの面から計画実施の確実性を有すること。

・開設計画の認定の申請を行った結果、アイピーモバイル株式会社１社が申請。
・開設指針の規定に基づいて審査した結果、開設指針に定める要件を満たしている
と認められたため、平成17年11月9日の電波監理審議会の諮問・答申を経て、
同月10日に開設計画の認定を行った。

２ 審査の結果

１ 2GHz帯に係る開設指針の規定

2,010MHz 2,025MHz

アイピーモバイル株式会社に対する
開設計画の認定の経緯

－ 2 －

別紙



 ― 3 －

参考 
 

アイピーモバイル株式会社の開設計画の認定申請の概要 
 

１ 申請者 

  アイピーモバイル株式会社（代表者：杉村 五男 代表取締役社長） 

 

２ 住所 

  東京都千代田区平河町二丁目５番７号 

 

３ 申請年月日 

  平成１７年９月３０日 

 

４ 提供する電気通信役務の種類及び採用する方式 

  データ伝送、ＴＤ－ＣＤＭＡ方式 

 

５ 特定基地局の内容 

  局種 基地局、陸上移動中継局 

  電波の型式 Ｇ７Ｄ 

  最大空中線電力 ６０Ｗ 

 

６ 希望する周波数の範囲 

  2010MHz から 2025MHz まで 

 

７ 特定基地局の通信の相手方である移動する無線局の移動範囲 

  全国 

 

８ 認定から 5年後の年度（平成 22 年度）における特定基地局の総数 

  基地局：6,603 局 

  陸上移動中継局：500 局 

 

９ 運用開始予定日 

  平成１８年１０月１日 

 

１０ カバー率 50％を達成する予定年度（※） 

  関東、東海及び近畿：平成１９年度、その他：認定から５年以内 

 

１１ 運用開始 5年後の年度（平成 23 年度末）までの加入数見込み 

  １，１６０万 

 

（※）開設指針に基づく、各総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。）の管轄区域におけ

るカバー率。 

 



                                     資料 ３ 

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年１２月１２日  

 

 

 

放送用周波数使用計画の一部変更案について 

（平成１９年１２月１２日 諮問第４１号） 

 

［多摩（東京都）及び御殿場（静岡県）の地上デジタル放送の 

中継局に係るチャンネル等の変更］ 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報通信政策局放送技術課 

                         （山口課長補佐、遠藤係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７８７ 
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放送用周波数使用計画の一部変更案について 

 

 

１． 概 要  

 

地上デジタルテレビジョン放送を行う放送局のうち親局及び空中線電力が３Ｗを

超える中継局の諸元（チャンネル及び空中線電力）は、放送用周波数使用計画（昭

和 63 年郵政省告示第 661 号）において規定されている。 

平成１５年１２月に三大都市圏において開始された地上デジタルテレビジョン放

送は、平成１８年１２月には全国の都道府県庁所在地で放送が開始されているとこ

ろであるが、既に開局されているこれらの放送局について電界強度測定等の調査を

実施したところ、今後開局する予定の一部の中継局の諸元を変更する必要があるこ

とが判明したため、放送用周波数使用計画を変更するもの。 

 

２． 変更の理由  

 

（１）多摩のデジタル局（東京都）に係る変更 

① 多摩デジタル局は、当初、出力 20W で多摩アナログ局と同一場所に置局し、

東京デジタル局及び多摩デジタル局によって、多摩アナログ局エリア及び八王

子アナログ局エリアをカバーすることを想定して放送用周波数使用計画が策定

されていた。 

 

② しかしながら、関係する放送事業者がそれらのエリアにおいて電界強度測定

を行った結果、多摩アナログ局エリア内のほとんどの地域では東京デジタル局

の受信が可能であるものの、受信できない地区として八王子アナログ局エリア

内（約 50,000 世帯）及び立川・昭島地区並びに多摩アナログ局の設置場所近傍

の２地区(多摩市永山地区、町田市三輪地区)があることが判明した。これらの

地区は、多摩デジタル局も受信不能である。 

 

③ 更に、多摩デジタル局を計画どおり出力 20W のままで置局した場合、デジタ

ル混信が八王子エリアの約 3,000 世帯に発生するおそれがあることが計算機シ

ミュレーションにより判明した。 

 

④ このため、立川・昭島地区、八王子アナログ局エリア内及び多摩アナログ局

諮問第４１号説明資料



 2

の設置場所近傍の２地区(多摩市永山地区、町田市三輪地区)のデジタル受信を

確保しつつ、デジタル混信の対策のため、現行の多摩デジタル局（20W）の計画

を廃止し、新たに八王子アナログ局エリアに八王子デジタル局(３W)を、多摩ア

ナログ局エリアに永山(仮称)デジタル局(0.3W)、鶴川(仮称)デジタル局(0.3W)

を置局する。このため、放送用周波数使用計画の変更が必要である。 

 

※ 八王子デジタル局(３W)、永山(仮称)デジタル局(0.3W)及び鶴川(仮称)デジ

タル局(0.3W)は、いずれも放送用周波数使用計画には掲載されない中継局

であり、放送事業者として置局を計画しているもの。 

 

 

（２）御殿場のデジタル局（静岡県）に係る変更 

① 御殿場デジタル局は、当初、関東地区との混信を回避するため、出力 30Ｗで

御殿場アナログ局とは異なる場所（高倉山）に置局する予定だったが、放送事

業者が実験局を用いて電界強度測定を行った結果、山麓の樹木の影響等により

送信所の見通しが得られないことにより受信電界が大幅に低下し、放送を受信

できない地区が出現することが確認された。 

 

② その世帯数は、御殿場アナログ局エリア内約 35,600 世帯のうち 3,200 世帯

（エリア内世帯数の 9％に相当）にのぼり、これらは、静岡デジタル局(親局)

や三島デジタル局等の他のデジタル中継局も受信することもできない。 

 

③ このため、御殿場デジタル局の諸元変更について、良好な電波を送ることが

できる場所（中畑）へ送信場所の変更を行う必要があるが、関東地区及び自局

エリア内へデジタル混信を与えることとなるため、同時に、送信出力及びチャ

ンネルについての変更を行う。このため、放送用周波数使用計画の変更が必要

である。 
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３．放送用周波数使用計画の変更案  

 

１ 日本放送協会の放送 

 (1) 総合放送（広域放送） 

変更案 現行 

中継局 中継局 

 

 

放送対

象地域 
送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

（東 京）   （東 京）   関 東

広域圏 
   多 摩 27 0.02 

 

 (2) 総合放送（県域放送） 

変更案 現行 

中継局 中継局 

 

 

放送対

象地域 
送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

静岡県 
御殿場 20 0.01 御殿場 24 0.03 

 

 (3) 教育放送 

変更案 現行 

中継局 中継局 

 

 

放送対

象地域 
送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

（東京）     （東京）     全国 

   多  摩 26 0.02 

 （静岡）   （静岡）   

 御 殿 場 13 0.01 御 殿 場 14 0.03 
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３ 一般放送事業者の放送 

 (1) 総合放送（広域放送） 

変更案 現行 

中継局 中継局 

 

放送対

象地域 送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

(kW) 

送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

関 東 

広域圏 
（東京）   （東京）   

    多 摩 21 22 23 24 25 0.02 

 

 (2) 総合放送（県域放送） 

変更案 現行 

中継局 中継局 

 

放送対

象地域 送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

(kW) 

送信場所 周波数 

 
(ﾁｬﾝﾈﾙ番号) 

空中線 

電力 

（kW） 

静岡県 
御殿場 14 15 17 29 0.01 御殿場 21 22 23 25 0.03 
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（参考） 

地上デジタルテレビジョン放送に関する「放送用周波数使用計画」の改正経緯 

 

平成 14 年 9 月 三大広域圏の親局・中継局のチャンネル等の規定の新設 

８月  ７日  諮問 

９月１８日  答申 

９月２７日  総務省告示第５５０号 

 

平成 15 年 9 月 三大広域圏以外のその他地域（有明及び山陰地域を除く）の親局の追加 

９月１０日  諮問、答申 

９月１６日  総務省告示第５５７号 

 

平成 16 年 1 月 有明及び山陰地域の親局の追加 

１月１４日  諮問、答申 

１月２１日  総務省告示第５５号 

 

平成 16 年 6 月 三大広域圏以外のその他地域の中継局の追加 

６月  ９日  諮問、答申 

６月２９日  総務省告示第５００号 

 

平成 18 年 2 月 彦根・甲賀(滋賀県)、富士宮・伊豆長岡(静岡県)中継局のチャンネル及

び空中線電力の変更 

１２月１４日  諮問、答申 

２月 ３日  総務省告示第７９号 

 



                                     資料 ４  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年１２月１２日  

 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 
異議申立ての付議について 

（平成１９年１２月１２日 諮問第２３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波環境課 

                         （大泉電波監視官、元村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０７ 
 



付議第２３号説明資料 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 

異議申立ての付議について 

 

 

１ 異議申立年月日 

  平成１９年１１月１３日 

 

２ 異議申立人 

  アマチュア無線家ら１１５名 

 

３ 異議申立てに係る処分 

  平成１９年 10 月４日に官報告示した広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分

（８件、詳細は別紙参照） 

 

４ 異議申立ての趣旨及び理由 

  広帯域電力線搬送通信設備が２ＭＨｚ～３０ＭＨｚの周波数を利用することに

伴い、これまで同周波数を使用してアマチュア無線を行ってきた申立人らが、広帯

域電力線搬送通信設備による混信や電波妨害等によってアマチュア無線を使用で

きなくなるおそれが極めて高くなったとして、同周波数を使用する広帯域電力線搬

送通信設備について、平成１９年１０月４日に官報に告示した型式指定処分の取消

しを求めるもの。 

 

５ 備考 

  今回の異議申立てには、証拠説明書及び書証一式は添付されていない。 

 

注：「型式指定処分」 

  広帯域電力線搬送通信設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣

の許可を受けなければならないこととされている（電波法第１００条第１項第１

号）が、その型式について総務大臣の指定を受けた設備については、当該許可を受

けることなく設置することができる（電波法第１００条第１項第１号かっこ書き及

び電波法施行規則第４４条第１項第１号（１））。 

1



（別紙） 

○ 平成 19 年 10 月 4 日付け総務省告示第 556 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社エヌ・ティ・ティ ネオメイト 

SN-200HP 

ET-07010 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ロジテック株式会社 

LPL-TXA 

AT-07035 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ＮＥＣアクセステクニカ株式会社 

PA-CA2200T 

CT-07006 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社コレガ 

CG-PLCHD01R 

AT-07036 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

三菱マテリアル株式会社 

MLD051TU-C0A 

AT-07037 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

三菱マテリアル株式会社 

MLD051RU-C0A 

AT-07038 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネットギア・インターナショナル・インク日本支社 

PL-NTGR-300 

AT-07039 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社ゼクセロン 

ZAX-100N 

AT-07040 

 

 

2



 (参考) 

 

申立人らの主張の概略は以下のとおり。 

・ アマチュア無線を従前同様行うことができる利益は、通信の自由そのものと

いうべきであり、法律上保護された利益である。 

・ 広帯域電力線搬送通信設備の製造・販売を放置すれば、短波帯でのみ可能な

遠距離アマチュア無線が不可能となるかあるいは著しく困難な状況になる

という重大な損害が生じるおそれがある。 

・ 広帯域電力線搬送通信設備の目的である屋内ネットワークは、イーサネット

ケーブルを引く、無線ＬＡＮ利用する等、現状でも利用できる他の方法によ

って、副作用を生ずることなく、容易かつ安価に構築することが可能であり、

広帯域電力線搬送通信設備を解禁しなければならない必要性・必然性がない。 

・ 広帯域電力線搬送通信設備とアマチュア無線との共存は、現在の技術では不

可能であり、広帯域電力線搬送通信設備の製造・販売を禁ずる以外に、アマ

チュア無線の通信環境を維持するのに、他に適当な方法はない。 

・ 総務省が、アマチュア無線を妨害するおそれのある技術を解禁すべきでない

ことは法令の規定から明らかであり、アマチュア無線の無線利用妨害を不可

避的にもたらす大きな問題が解決されていない現状で広帯域電力線搬送通

信設備を解禁することは、総務大臣に与えられた裁量の範囲を超え又は濫用

である。 
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（参照条文） 

 

○ 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

 （電波監理審議会への付議） 

第八十五条 第八十三条の異議申し立てがあつたときは、総務大臣は、その異議申

立てを却下する場合を除き、遅滞なく、これを電波監理審議会の議に付さなけれ

ばならない。 

 （審理の開始） 

第八十六条 電波監理審議会は、前条の規定により議に付された事案につき、異議

申立てが受理された日から三十日以内に審理を開始しなければならない。 

 

 （高周波利用設備） 

第百条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許

可を受けなければならない。 

 一 電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設

備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通信

設備を除く。） 

 

○ 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号） 

（通信設備） 

第四十四条 法第百条第一項第一号の規定による許可を要しない通信設備は、次に

掲げるものとする。 

一 電力線搬送通信設備(電力線に一〇ｋＨｚ以上の高周波電流を重畳して通信

を行う設備をいう。以下同じ。)であつて、次に掲げるもの 

(1) 定格電圧一〇〇ボルト又は二〇〇ボルト及び定格周波数五〇ヘルツ又は

六〇ヘルツの単相交流を通ずる電力線を使用するものであつて、その型式に

ついて総務大臣の指定を受けたもの 

２ 前項第一号の(1)の総務大臣の指定は次に掲げる区分ごとに行う。 

二 屋内において、２ＭＨｚから３０ＭＨｚまでの周波数の搬送波により信号を

送信し、及び受信する電力線搬送通信設備（以下「広帯域電力線搬送通信設備」

という。） 
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従来から電力線搬送通信従来から電力線搬送通信に利用に利用

10kHz10kHz 450kHz450kHz 2MHz2MHz 30MHz30MHz

新たに高速新たに高速電力線搬送通信電力線搬送通信で利用で利用

・航空・海上通信・航空・海上通信
・短波放送・短波放送
・アマチュア無線・アマチュア無線 等等

ＰＬＣの利用周波数帯ＰＬＣの利用周波数帯

１１ 電力線を利用電力線を利用して通信するシステム。して通信するシステム。既に敷設済の電力既に敷設済の電力
線を通信に利用線を通信に利用するため、容易にネットワークの構築が可するため、容易にネットワークの構築が可
能。能。

２２ 電力線は、もともと通信信号を流すことを想定していない電力線は、もともと通信信号を流すことを想定していない
ため、電波が漏れため、電波が漏れ易い。易い。そのため、短波帯を利用する無線そのため、短波帯を利用する無線
通信との共存を図るために慎重な審議の上で、技術基準通信との共存を図るために慎重な審議の上で、技術基準
を設定した。を設定した。

ＰＰ ＬＬ ＣＣ のの 特特 徴徴

高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要
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PLCPLCの利用イメージの利用イメージ

ポイントポイント
●● 屋内利用に限定屋内利用に限定
●● 漏れ電波の原因である電流値を制限した技術漏れ電波の原因である電流値を制限した技術
基準を設定基準を設定

ホーム
セキュリティ

ホームホーム
セキュリティセキュリティ

接続の手軽さ接続の手軽さ接続の手軽さ

インターネット
アクセス

インターネットインターネット
アクセスアクセス

ＡＶネットワークＡＶネットワークＡＶネットワーク

家電機器管理家電機器管理家電機器管理

InternetInternet

GWGW

高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要
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高速ＰＬＣの導入に向けた制度整備高速ＰＬＣの導入に向けた制度整備

平成平成1414年年44月～月～77月月

電力線搬送通信設備に関する研究会電力線搬送通信設備に関する研究会

平成平成1616年年11月月

高速電力線搬送通信設備の実験制度の導入高速電力線搬送通信設備の実験制度の導入

平成平成1717年年11月～月～1212月月

高速電力線搬送通信に関する研究会高速電力線搬送通信に関する研究会

平成平成1818年年11月～月～66月月

情報通信審議会審議（技術的条件の審議）情報通信審議会審議（技術的条件の審議）

平成平成1818年年77月～月～99月月

電波監理審議会電波監理審議会((無線設備規則改正案の審議無線設備規則改正案の審議))
行政手続法に基づくパブリック・コメント行政手続法に基づくパブリック・コメント

平成平成1818年年1010月月44日日

改正省令等公布・施行改正省令等公布・施行

高速電力線搬送通信高速電力線搬送通信((高速ＰＬＣ高速ＰＬＣ))の導入に向けた制度整備の導入に向けた制度整備
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高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）設備の技術的条件設備の技術的条件

１１ 非通信時非通信時
パソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくするパソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくする

２２ 通信時通信時

（１）（１） 利用周波数帯（２ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）利用周波数帯（２ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）
ＰＬＣ設備から漏えいする電波の強度が離隔距離において周囲雑音レベル以ＰＬＣ設備から漏えいする電波の強度が離隔距離において周囲雑音レベル以
下となるようにする下となるようにする

（２）（２） 非利用周波数帯（１５０ｋＨｚ～２ＭＨｚ、３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚ）非利用周波数帯（１５０ｋＨｚ～２ＭＨｚ、３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚ）
パソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくするパソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくする

ＰＬＣ設備の技術的条件ＰＬＣ設備の技術的条件

①① 漏えい電波≦周囲雑音漏えい電波≦周囲雑音

漏えい電波の発生要因となる電流成分漏えい電波の発生要因となる電流成分

③③ 建築物の遮へい建築物の遮へい

②② 距離による減衰距離による減衰

④④ 電流成分の許容値電流成分の許容値

PLCPLCモデムモデム

電流成分の許容値電流成分の許容値 ３０ｄＢ３０ｄＢμμＡ（２ＭＨｚ～１５ＭＨｚ）Ａ（２ＭＨｚ～１５ＭＨｚ）
２０ｄＢ２０ｄＢμμＡ（１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）Ａ（１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）

・・ 利用周波数帯（２利用周波数帯（２MHMHｚ～３０ｚ～３０MHMHｚ）における漏えい電波を一定の離隔距離において周ｚ）における漏えい電波を一定の離隔距離において周
囲雑音レベル程度以下とする。囲雑音レベル程度以下とする。

・・ 非利用周波数帯における漏えい電波の許容値を、パソコンなどの非利用周波数帯における漏えい電波の許容値を、パソコンなどのITIT機器の許容値と機器の許容値と
等しくする。等しくする。

基本的考え方基本的考え方
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省令等の一部改正省令等の一部改正 及び及び 関係告示の制定について関係告示の制定について

電力線搬送通信（電力線搬送通信（PLCPLC）設備は、）設備は、従来から従来から10kHz10kHz～～450kHz450kHzを使用する設を使用する設

備が利用されてい備が利用されていたた。今回、屋内において。今回、屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC

設備に関して、次のとおり省令の改正並びに告示の制定及び改正を行設備に関して、次のとおり省令の改正並びに告示の制定及び改正を行っっ

たたもの。もの。

①① 電波法施行規則の一部を改正する省令電波法施行規則の一部を改正する省令

屋内において屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC設備（広帯域電力線搬設備（広帯域電力線搬

送通信設備）を「型式の指定」に追加し、当該設備の技術的条件を定送通信設備）を「型式の指定」に追加し、当該設備の技術的条件を定

めめたたもの。もの。

②② 無線設備規則の一部を改正する省令（電監審諮問案件）無線設備規則の一部を改正する省令（電監審諮問案件）

屋内において屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC設備を追加し、当該設設備を追加し、当該設

備の技術的条件を定め備の技術的条件を定めたたもの。もの。

③③ 無線局免許手続規則の一部を改正する省令無線局免許手続規則の一部を改正する省令

②の設備について、申請書の様式等を定め②の設備について、申請書の様式等を定めたたもの。もの。

④④ 「高周波利用設備の型式についての指定の申請書及び添付書類の「高周波利用設備の型式についての指定の申請書及び添付書類の

様式等」（平成様式等」（平成1414年総務省告示第年総務省告示第544544号）の一部を改正する告示号）の一部を改正する告示

①の設備について、申請書の様式等を定め①の設備について、申請書の様式等を定めたたもの。もの。

⑤⑤ 電力線搬送通信設備に関する測定方法を定める告示の制定電力線搬送通信設備に関する測定方法を定める告示の制定

①及び②の設備の技術的条件に係る測定方法を定め①及び②の設備の技術的条件に係る測定方法を定めたたもの。もの。

⑥⑥ 周波数の範囲等を適用しない通信設備を定める告示の制定周波数の範囲等を適用しない通信設備を定める告示の制定

PLCPLC設備について、実験に係る条件について定め設備について、実験に係る条件について定めたたもの。もの。
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                                     資料 ５  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                               平成１９年１２月１２日  

 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 
異議申立ての付議について 

（平成１９年１２月１２日 諮問第２４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （石田課長補佐、中島係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省総合通信基盤局電波環境課 

                         （大泉電波監視官、元村係長） 

                         電話：０３－５２５３－５９０７ 
 



付議第２４号説明資料 

 

 

広帯域電力線搬送通信設備の型式指定処分に係る 

異議申立ての付議について 

 

 

１ 異議申立年月日 

  平成１９年１１月１４日 

 

２ 異議申立人 

  個人 

 

３ 異議申立てに係る処分 

  平成 19 年 10 月４日（８件）及び同年９月 18 日（11 件）に官報告示した広帯域

電力線搬送通信設備の型式指定処分（19 件、詳細は別紙参照） 

 

４ 異議申立ての趣旨及び理由 

以下の２つの理由から、当該機器の型式指定の取消しを求めるもの。 

（１） 型式指定処分の根拠となっている現行の技術基準が科学的に誤っており、隣

家における漏洩電界強度を周囲雑音レベル以下に抑制し得ない。従って、型式指定

を受けた広帯域電力線搬送通信設備を一般家庭で使用された場合、隣家における短

波放送の受信が妨害を受け、放送を聴取する権利が侵害される。 

（２） 無線通信への影響が少ないと判断される設備ではなく型式指定できないこと。 

 

注：「型式指定処分」 

  広帯域電力線搬送通信設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣

の許可を受けなければならないこととされている（電波法第１００条第１項第１

号）が、その型式について総務大臣の指定を受けた設備については、当該許可を受

けることなく設置することができる（電波法第１００条第１項第１号かっこ書き及

び電波法施行規則第４４条第１項第１号（１））。 

1



（別紙） 

○ 平成 19 年 10 月 4 日付け総務省告示第 556 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社エヌ・ティ・ティ ネオメイト 

SN-200HP 

ET-07010 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ロジテック株式会社 

LPL-TXA 

AT-07035 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ＮＥＣアクセステクニカ株式会社 

PA-CA2200T 

CT-07006 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社コレガ 

CG-PLCHD01R 

AT-07036 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

三菱マテリアル株式会社 

MLD051TU-C0A 

AT-07037 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

三菱マテリアル株式会社 

MLD051RU-C0A 

AT-07038 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネットギア・インターナショナル・インク日本支社 

PL-NTGR-300 

AT-07039 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社ゼクセロン 

ZAX-100N 

AT-07040 

○ 平成 19 年９月 18 日付け総務省告示第 524 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

シャープ株式会社 

ＢＢ－Ｚ001 

第ＥＴ－07008 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

シャープ株式会社 

ＢＢ－Ｚ002 

第ＥＴ－07009 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

株式会社バッファロー 

ＰＬ－ＵＰＡ－Ｌ１ 

第ＣＴ－07005 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

住友電工ネットワークス株式会社 

ＭＨ2170 

第ＡＴ－07027 号 
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・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネッツエスアイ東洋株式会社 

ＳＰ－ＣＰＥ－ＸＥ10Ａ１ＦＳ 

第ＡＴ－07028 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネッツエスアイ東洋株式会社 

ＳＰ－ＣＰＥ－ＸＥ01Ａ１ＦＳ 

第ＡＴ－07029 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネッツエスアイ東洋株式会社 

ＡＬ－ＣＰＥ－ＸＥ10Ａ１ＦＡ 

第ＡＴ－07030 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネッツエスアイ東洋株式会社 

ＡＬ－ＣＰＥ－ＸＥ01Ａ１ＦＡ 

第ＡＴ－07031 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネッツエスアイ東洋株式会社 

ＡＬ－ＲＥＰ－Ｔ20Ｃ 

第ＡＴ－07032 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

ネッツエスアイ東洋株式会社 

ＡＬ－ＲＥＰ－Ｆ10Ｃ 

第ＡＴ－07033 号 

・ 製造業者等の氏名又は名称

型式名 

指定番号 

三菱電機株式会社 

ＣＰＥ－ＢＷ11 

第ＡＴ－07034 号 
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（参照条文） 

 

○ 電波法（昭和 25 年法律第 131 号） 

 （電波監理審議会への付議） 

第八十五条 第八十三条の異議申し立てがあつたときは、総務大臣は、その異議申

立てを却下する場合を除き、遅滞なく、これを電波監理審議会の議に付さなけれ

ばならない。 

 （審理の開始） 

第八十六条 電波監理審議会は、前条の規定により議に付された事案につき、異議

申立てが受理された日から三十日以内に審理を開始しなければならない。 

 

 （高周波利用設備） 

第百条 左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許

可を受けなければならない。 

 一 電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設

備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務省令で定める通信

設備を除く。） 

 

○ 電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号） 

（通信設備） 

第四十四条 法第百条第一項第一号の規定による許可を要しない通信設備は、次に

掲げるものとする。 

一 電力線搬送通信設備(電力線に一〇ｋＨｚ以上の高周波電流を重畳して通信

を行う設備をいう。以下同じ。)であつて、次に掲げるもの 

(1) 定格電圧一〇〇ボルト又は二〇〇ボルト及び定格周波数五〇ヘルツ又は

六〇ヘルツの単相交流を通ずる電力線を使用するものであつて、その型式に

ついて総務大臣の指定を受けたもの 

２ 前項第一号の(1)の総務大臣の指定は次に掲げる区分ごとに行う。 

二 屋内において、２ＭＨｚから３０ＭＨｚまでの周波数の搬送波により信号を

送信し、及び受信する電力線搬送通信設備（以下「広帯域電力線搬送通信設備」

という。） 
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従来から電力線搬送通信従来から電力線搬送通信に利用に利用

10kHz10kHz 450kHz450kHz 2MHz2MHz 30MHz30MHz

新たに高速新たに高速電力線搬送通信電力線搬送通信で利用で利用

・航空・海上通信・航空・海上通信
・短波放送・短波放送
・アマチュア無線・アマチュア無線 等等

ＰＬＣの利用周波数帯ＰＬＣの利用周波数帯

１１ 電力線を利用電力線を利用して通信するシステム。して通信するシステム。既に敷設済の電力既に敷設済の電力
線を通信に利用線を通信に利用するため、容易にネットワークの構築が可するため、容易にネットワークの構築が可
能。能。

２２ 電力線は、もともと通信信号を流すことを想定していない電力線は、もともと通信信号を流すことを想定していない
ため、電波が漏れため、電波が漏れ易い。易い。そのため、短波帯を利用する無線そのため、短波帯を利用する無線
通信との共存を図るために慎重な審議の上で、技術基準通信との共存を図るために慎重な審議の上で、技術基準
を設定した。を設定した。

ＰＰ ＬＬ ＣＣ のの 特特 徴徴

高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要
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PLCPLCの利用イメージの利用イメージ

ポイントポイント
●● 屋内利用に限定屋内利用に限定
●● 漏れ電波の原因である電流値を制限した技術漏れ電波の原因である電流値を制限した技術
基準を設定基準を設定

ホーム
セキュリティ

ホームホーム
セキュリティセキュリティ

接続の手軽さ接続の手軽さ接続の手軽さ

インターネット
アクセス

インターネットインターネット
アクセスアクセス

ＡＶネットワークＡＶネットワークＡＶネットワーク

家電機器管理家電機器管理家電機器管理

InternetInternet

GWGW

高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）の概要
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高速ＰＬＣの導入に向けた制度整備高速ＰＬＣの導入に向けた制度整備

平成平成1414年年44月～月～77月月

電力線搬送通信設備に関する研究会電力線搬送通信設備に関する研究会

平成平成1616年年11月月

高速電力線搬送通信設備の実験制度の導入高速電力線搬送通信設備の実験制度の導入

平成平成1717年年11月～月～1212月月

高速電力線搬送通信に関する研究会高速電力線搬送通信に関する研究会

平成平成1818年年11月～月～66月月

情報通信審議会審議（技術的条件の審議）情報通信審議会審議（技術的条件の審議）

平成平成1818年年77月～月～99月月

電波監理審議会電波監理審議会((無線設備規則改正案の審議無線設備規則改正案の審議))
行政手続法に基づくパブリック・コメント行政手続法に基づくパブリック・コメント

平成平成1818年年1010月月44日日

改正省令等公布・施行改正省令等公布・施行

高速電力線搬送通信高速電力線搬送通信((高速ＰＬＣ高速ＰＬＣ))の導入に向けた制度整備の導入に向けた制度整備
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高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）高速電力線搬送通信（高速ＰＬＣ）設備の技術的条件設備の技術的条件

１１ 非通信時非通信時
パソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくするパソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくする

２２ 通信時通信時

（１）（１） 利用周波数帯（２ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）利用周波数帯（２ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）
ＰＬＣ設備から漏えいする電波の強度が離隔距離において周囲雑音レベル以ＰＬＣ設備から漏えいする電波の強度が離隔距離において周囲雑音レベル以
下となるようにする下となるようにする

（２）（２） 非利用周波数帯（１５０ｋＨｚ～２ＭＨｚ、３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚ）非利用周波数帯（１５０ｋＨｚ～２ＭＨｚ、３０ＭＨｚ～１０００ＭＨｚ）
パソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくするパソコンなどのＩＴ機器の許容値（ＣＩＳＰＲ２２）と等しくする

ＰＬＣ設備の技術的条件ＰＬＣ設備の技術的条件

①① 漏えい電波≦周囲雑音漏えい電波≦周囲雑音

漏えい電波の発生要因となる電流成分漏えい電波の発生要因となる電流成分

③③ 建築物の遮へい建築物の遮へい

②② 距離による減衰距離による減衰

④④ 電流成分の許容値電流成分の許容値

PLCPLCモデムモデム

電流成分の許容値電流成分の許容値 ３０ｄＢ３０ｄＢμμＡ（２ＭＨｚ～１５ＭＨｚ）Ａ（２ＭＨｚ～１５ＭＨｚ）
２０ｄＢ２０ｄＢμμＡ（１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）Ａ（１５ＭＨｚ～３０ＭＨｚ）

・・ 利用周波数帯（２利用周波数帯（２MHMHｚ～３０ｚ～３０MHMHｚ）における漏えい電波を一定の離隔距離において周ｚ）における漏えい電波を一定の離隔距離において周
囲雑音レベル程度以下とする。囲雑音レベル程度以下とする。

・・ 非利用周波数帯における漏えい電波の許容値を、パソコンなどの非利用周波数帯における漏えい電波の許容値を、パソコンなどのITIT機器の許容値と機器の許容値と
等しくする。等しくする。

基本的考え方基本的考え方
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省令等の一部改正省令等の一部改正 及び及び 関係告示の制定について関係告示の制定について

電力線搬送通信（電力線搬送通信（PLCPLC）設備は、）設備は、従来から従来から10kHz10kHz～～450kHz450kHzを使用する設を使用する設

備が利用されてい備が利用されていたた。今回、屋内において。今回、屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC

設備に関して、次のとおり省令の改正並びに告示の制定及び改正を行設備に関して、次のとおり省令の改正並びに告示の制定及び改正を行っっ

たたもの。もの。

①① 電波法施行規則の一部を改正する省令電波法施行規則の一部を改正する省令

屋内において屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC設備（広帯域電力線搬設備（広帯域電力線搬

送通信設備）を「型式の指定」に追加し、当該設備の技術的条件を定送通信設備）を「型式の指定」に追加し、当該設備の技術的条件を定

めめたたもの。もの。

②② 無線設備規則の一部を改正する省令（電監審諮問案件）無線設備規則の一部を改正する省令（電監審諮問案件）

屋内において屋内において2MHz2MHz～～30MHz30MHzを使用するを使用するPLCPLC設備を追加し、当該設設備を追加し、当該設

備の技術的条件を定め備の技術的条件を定めたたもの。もの。

③③ 無線局免許手続規則の一部を改正する省令無線局免許手続規則の一部を改正する省令

②の設備について、申請書の様式等を定め②の設備について、申請書の様式等を定めたたもの。もの。

④④ 「高周波利用設備の型式についての指定の申請書及び添付書類の「高周波利用設備の型式についての指定の申請書及び添付書類の

様式等」（平成様式等」（平成1414年総務省告示第年総務省告示第544544号）の一部を改正する告示号）の一部を改正する告示

①の設備について、申請書の様式等を定め①の設備について、申請書の様式等を定めたたもの。もの。

⑤⑤ 電力線搬送通信設備に関する測定方法を定める告示の制定電力線搬送通信設備に関する測定方法を定める告示の制定

①及び②の設備の技術的条件に係る測定方法を定め①及び②の設備の技術的条件に係る測定方法を定めたたもの。もの。

⑥⑥ 周波数の範囲等を適用しない通信設備を定める告示の制定周波数の範囲等を適用しない通信設備を定める告示の制定

PLCPLC設備について、実験に係る条件について定め設備について、実験に係る条件について定めたたもの。もの。
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参 考 配 布 平成１９年１２月１２日 

平成２０年電波監理審議会開催日程 

１月１６日（水） 

２月 ６日（水） 

３月１２日（水） 

４月 ９日（水） 

５月２１日（水） 

６月１１日（水） 

７月 ９日（水） 

９月 ３日（水） 

１０月 ８日（水） 

１１月１２日（水） 

１２月１０日（水） 

※１ 開催時間は、原則、１５時開始。 
※２ 開催場所は、原則、１００２会議室（１０階） 
※３ 審議会は、８月は開催しない。 

     
（連絡先）総合通信基盤局総務課 
     石田課長補佐、中島係長 
     電話：０３－５２５３－５８２９ 
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